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ま え が き 

 

令和 3 年度は、新型コロナウイルス感染症の長期に渡る流行に加え、原油・

原材料価格の高騰等により、人々の生活や経済活動に甚大な影響をもたらし

た 1 年でありました。 

板橋区産業振興公社では、各種助成金をはじめ、社会経済活動の回復・再

生に繋がる中小企業支援事業を実施しました。 

なかでも、国の事業復活支援金の申請ポイントを解説したセミナーの動画

配信や SNS による企業情報の発信、オンラインシステムを活用した経営相

談等、時勢を捉えた支援に注力してまいりました。 

今年度におきましては、令和 4 年 3 月に策定した「経営計画２０２２」の

中で掲げた「ウィズコロナ・アフターコロナを見据えた支援の継続」、「事業

者に寄り添ったきめ細やかな事業展開」を軸に据えた事業を展開してまいり

ます。 

依然として社会経済活動が制約される中、国際情勢の影響も重なり、中小

企業を取り巻く環境は予断を許さない状況が続いています。 

板橋区産業振興公社では、区内企業の持続的発展を支援するため、支援事

業のブラッシュアップを行い、地域産業の活性化に向けて全力を尽くしてま

いります。 

区や産業関連団体、信用金庫等の金融機関ほか、関係の皆様には、一層の

ご理解とご協力をお願いいたします。 

 

令和４年 8 月 

      公益財団法人板橋区産業振興公社 

理事長   坂 本  健 
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事 業 報 告 
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公益財団法人 板橋区産業振興公社 
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令和３年度事業報告 

 

 
※評価標語について 

 A＜目標以上＞：目標以上に事業を実施した事業 

 B＜順調＞  ：目標達成に向け順調に進捗し、事業の継続により目標達成が見込める事業 

 C＜維持＞  ：必ずしも上向き傾向ではないが、ある程度のレベルで進捗し、事業の継続により目標達成が

期待できる事 

 D＜停滞＞   ：目標に対して進展していない事業 

 

 

１号事業  調査・研究・情報発信に関する事業 

事業名 企業情報の収集・発信 

計 画 
企業及び製品検索サイト「板橋区産業データベース（一部公開）」の利活用 

（年間巡回訪問等件数（データベース入力件数） 約 2,000 件） 

実施内容 

企業及び製品検索サイト「板橋区産業データベース(一部公開)」の利活用 

産業データベース登録件数：公開 415 件 非公開 3,308 件 

移転 235 件 廃業 1,218 件【合計 5,176 件】 

事業費 4,003,185 円 【２年度 699,086 円 (前年度比 3,304,099 円)】 

短 評 

評価・B＜順調＞ 

企業サポートコーディネーターによる巡回訪問等により、区内中小企業の産

業データベース新規登録件数が増加している。 

 

 

（１号事業） 

事業名 各種広報媒体の活用による情報提供活動 

計 画 

① 産業情報紙の発行（年 1 回） 

② ビジネスサポートガイドの発行（年 1 回） 

③ メールマガジンによる情報発信（月 2 回） 

④ ホームページ・SNS、新聞等、各種メディアを活用した情報発信 

実施内容 

① 産業情報紙の発行（年 1 回）   12 月発行（8,500 部） 

② ビジネスサポートガイドの発行（年 1 回） 

3 月発行（1,500 部） 

③ メールマガジンによる情報発信（月 2 回） 

24 回発行  登録数 1,891 件（令和 4 年 3 月 31 日現在） 

④ ホームページ・SNS、新聞等、各種メディアを活用した情報発信 

 きたシティに広告掲載 7-8 月号、11-12 月号 各 10 万部 

日刊工業新聞に広告掲載 3/17 号 

事業費 1,142,284 円 【２年度 1,644,000 円 (前年度比△501,716 円)】 
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短 評 

評価・B＜順調＞ 

産業情報紙では、中小企業の事業継続力の強化を支援する板橋区簡易型 BCP 

策定支援事業を活用した企業を紹介するとともに、公社事業の周知も行った。 

 メールマガジンの登録者数が昨年度末に比べ、600 件余り増加した。 

 また、SNS を中心に、公社事業を適切なタイミングで発信や特長のある区内

企業を紹介する等、情報発信を積極的に行った。 

 

 
２号事業  経営支援に関する事業 

事業名 経営支援事業 

計 画 

① 専門家派遣（企業経営の課題解決に向けた総合相談、国・都等の補助金申請

支援、区内中小企業等が実施する勉強会・セミナー等への講師派遣など）

250 件 

② 創業マスターコース事業 4 日×6 回（4,5,7,9,11,2 月開催） 

③ 板橋区簡易型ＢＣＰ策定支援（新規 15 社、フォローアップ支援 20 社） 

④ 人材確保支援事業（派遣 50 回、就業規則策定支援２件） 

⑤ 支援機関研修会（１回）・金融機関勉強会等の開催 

実施内容 

① 専門家派遣 

派遣相談実績 347 件、セミナー5 件 

内訳：中小企業診断士 135 件、社会保険労務士 57 件（人材確保・雇用関連

助成金サポートを含む）、行政書士 2 件、弁理士 4 件、弁護士 11 件、

その他コンサルタント 138 件 

国・都等の補助金申請支援（ものづくり補助金等相談会・３月実施）40 件 

② 創業マスターコース事業 4 分野 ４日×６回 

４・５・７・９・11・２月開催  受講人数延べ 337 人 

③ 板橋区簡易型ＢＣＰ策定支援 

新規策定 6 社（他に継続支援中 7 社）、フォローアップ 9 社 

④ 人材確保支援事業（派遣 30 回、就業規則策定委託 3 件） 

⑤ 支援機関研修会の開催 

  支援機関研修会（3 月 15 日） 参加人数：９３人 

⑥ 雇用関連助成金申請サポート 派遣相談実績 10 件 

⑦ 事業再構築補助金申請サポート 

  個別相談会開催実績 8 日・27 件、派遣実績 50 件 

事業費 10,433,269 円 【２年度 11,986,707 円 (前年度比△1,553,438 円)】 

短 評 

評価・B＜順調＞ 

昨年度に引き続き、新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けた事業者への

国・都等が実施する各種助成金の申請サポート窓口を開設する等、多くの区内中

小事業者の支援を行った。 
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創業マスターコース事業は、計画していた 6 回のうち、2 回はオンラインで開

催し、4 回は会場の環境を整えたうえで実施した。 

ＢＣＰ策定支援事業は、新型コロナウイルスの影響により目標件数には達しな

かったが、マニュアルの充実、新規策定企業の開拓やフォローアップ支援等を継

続的に実施した。 

 

 

（２号事業） 

事業名 セミナー 

計 画 
① 各種セミナー（6 回程度） 

② ビジネスセミナー等（３回程度） 

実施内容 

① クラウドファンディング活用セミナー 

 5 月 26 日開催 40 人参加 

② スマホでさくっと動画セミナー 

 9 月 6 日開催   23 人参加 

③ YouTube で新顧客獲得 はじめての動画活用セミナー 

 10 月 19 日オンライン開催  19 人視聴 

④ 事業復活支援金申請のポイント動画 

  令和 4 年 2 月 1 日公開 再生回数 25,445 回（令和 4 年 3 月 31 日現在） 

⑤ここからはじめる創業入門セミナー 

 2 月 22 日オンライン開催  16 人視聴 

⑥ 優良企業顕彰セミナー ２代目社長による挑戦・変革の軌跡 

２月２２日オンライン開催  55 人参加 

⑦ 板橋区中小企業 DX 準備セミナー ３月 16 日開催 

 14 人参加、３３人 web 視聴 

事業費 541,174 円 【２年度 312,201 円 (前年度比 228,973 円)】 

短 評 

評価・B＜順調＞ 

 中小企業の課題解決や啓発に寄与するため、オンラインによる販路拡大を題

材としたセミナーを開催した。新型コロナウイルス感染症の影響により、動画

やオンラインを活用し、実施した。 

 

 

（２号事業） 

事業名 優良企業顕彰事業〈働きがいのある会社賞〉 

計 画 

令和 2 年度に引き続き、新型コロナウイルスの感染拡大により影響を受けてい

る企業の支援を優先するため令和 3 年度は休止する。また、審査基準及び費用面

の課題ついては改善に向けた調査・検討を引き続き行う。 

実施内容 
新型コロナウイルス感染拡大により企業の事業継続に焦点を絞った支援を優先

するため、当事業について今年度は休止することとした。 
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事業費 197,936 円 【２年度 10,755 円 (前年度比 187,181 円)】 

短 評 

評価・C＜維持＞ 

事業は休止したが、働きがいのある会社賞の課題であった審査基準及び費用面

の改善を行ってより応募・受賞がしやすい仕組みを構築し、令和 4 年度から実

施できる体制を整えた。 

 

 

（２号事業） 

事業名 知的財産権・ISO 助成事業 

計 画 
特許権・実用新案権・商標権・意匠権取得経費（1/3 限度額 20 万円）12 件 

ISO シリーズの取得経費（1/3 限度額２0 万円）２件 

実施内容 

特許権・実用新案権・商標権・意匠権取得経費（1/3 限度額 20 万円） 

9 件（特許権 5 件、商標権 4 件、意匠権 0 件、実用新案 0 件） 

ISO シリーズの取得経費（1/3 限度額２0 万円） １件 

事業費 1,358,980 円 【２年度 1,408,522 円 (前年度比△49,542 円)】 

短 評 

評価・C＜維持＞ 

知財助成、ISO 助成については、計画より若干件数を下回ったが、助成金に対す

る問い合わせや申請希望の連絡は年間を通じて受けているため、継続して支援を

行っていく。 

 

 
3 号事業  取引拡大・交流推進に必要な事業 

事業名 いたばし産業見本市事業 

計 画 

① 区内製造業を中心としたビジネス展示会 

会期：令和３年１１月 1１日（木）・1２日（金） 

会場：植村記念加賀スポーツセンター及びオンライン 

② 中小企業の経営革新や技術革新を醸成するセミナーの開催 

来場者数：約 2,000 人 出展者数：約１００企業・団体 

※いずれもオンラインを含む 

実施内容 

① 区内製造業を中心としたビジネス展示会（会場・オンライン開催） 

 会期：１１月１１日（木）～１２日（金）【会場】 

    １１月１日（月）～３０日（火）【オンライン】 

 会場：植村記念加賀スポーツセンター及びオンライン 

 出展者数：８８企業・団体 来場者数：1,081 名 

オンライン来場者数：42,148PV 

② 中小企業の経営革新や技術革新を醸成するセミナーの開催 

 【基調講演】 

  (1)業績を V 字回復させる秘訣 (2)会社を創るプロモーション戦略とは 

 【板橋区関連企業によるパネルディスカッション】 
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(3)ものづくりの未来を語る ～今後求められる人材・働き方とは～

【医工連携セミナー】 

(4)歯科材料・器械における中小企業の参入事例及び今後の可能性

  参加者数：(1)２８人、(2)３１人、(3)４１人、(4)２１人 

事業費 25,240,167 円 【２年度 23,625,081 円 (前年度比 1,615,086 円)】 

短 評 

評価・B＜順調＞ 

前回のオンライン開催の課題を踏まえ、初の試みとなる会場とオンラインのハ

イブリッド開催を行った。会場開催においては、新型コロナウイルス感染拡大

防止対策を徹底した。アンケート結果から、コロナ禍においても一定の成果を

上げることができた。今後は、ハイブリッド方式を踏襲しつつ、事業のブラッ

シュアップを図っていく。

（３号事業） 

事業名 区外見本市事業 

計 画 

① OPIE（レーザー・レンズ光総合技術展）出展

   期間：令和３年 6 月 30 日（水）～７月 2 日（金） 

 会場：パシフィコ横浜 

   区内関連企業を募り出展（6 小間） （出展者数：9 社） 

② 機械要素技術展出展

 期間：令和４年３月１６日（水）～１８日（金） 

 会場：東京ビッグサイト 

   区内関連企業を募り出展（５小間） （出展者数：15 社程度） 

③ 専門展示会出展助成

経費の 1/2（限度額 20 万円）を助成する。（年間助成件数 20 件）

実施内容 

① OPIE（レーザー・レンズ光総合技術展）出展

  期間：令和３年６月３０日（水）～７月２日（金） 

   会場：パシフィコ横浜 

区内関連企業を募り出展（６小間） （出展者数：９社） 

② 機械要素技術展出展

  期間：令和４年３月１６日（水）～１８日（金） 

  会場：東京ビッグサイト 

区内関連企業を募り出展（５小間） （出展者数：１０社） 

③ 専門展示会出展助成

助成件数 ８件

事業費 15,143,310 円 【２年度 1,783,704 円 (前年度比 13,359,606 円)】 

短 評 評価・C＜維持＞ 
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板橋区の産業・企業を区外に周知する機会の場である区外展示会板橋区ブース

の共同出展は、新型コロナウイルス感染拡大が一時落ち着いたこともあり再開

したが、企業の出展に向けた動きはコロナ禍以前よりも鈍い。 

共同出展の展示会以外への出展助成についても同じような傾向であり、コロナ

禍による出展意欲の低下等により助成企業数は伸び悩んでいる。 

（３号事業） 

事業名 受発注支援事業 

計 画 

① 企業サポートコーディネーターの巡回等による個別企業情報の収集及び受発

注の相談等  2,000 件

② 板橋区ものづくり企業商談会

③ 個別支援（技術課題解決、経営支援、販路開拓等のサポート）

④ クラウドファンディング活用支援事業助成金

⑤ 営業活動促進事業助成金

⑥ ビジネス環境適応事業助成金

実施内容 

① 企業サポートコーディネーターの巡回等による個別企業情報の収集及び受発

注の相談等  ・巡回等相談件数 5,922 件 斡旋１９３件

・企業サポートマネージャー 訪問件数６２６件

② 板橋区ものづくり企業商談会

９月 17 日(金)開催（ハイライフプラザいたばし２階ホール）

参加社 延べ５６社（発注側２１社、受注側３５社、商談件数１１２件）

③ 個別支援

・販路開拓翻訳経費助成 助成件数 0 件

・技術・経営課題解決、販路開拓等のサポート 21 社サポート

※（技術大賞フォローアップ含む） 

④ クラウドファンディング活用支援事業助成金

専門家派遣件数 11 件 申請件数 5 件 助成件数 5 件

⑤ 営業活動促進事業助成金

助成件数 ２７４件

⑥ ビジネス環境適応事業助成金

助成件数 ３５０件

事業費 111,316,260 円【２年度 110,636,470 円 (前年度比 679,790 円)】 

短 評 

評価 A＜目標以上＞ 

新型コロナウイルス感染拡大が一旦落ち着いたことにより、企業サポートコ

ーディネーターの巡回訪問や面会が昨年度に比べて増加した。また、引き続き

メール、電話及びオンライン会議システムを活用し、区内企業への支援を行っ

た。今後も、区内企業の課題の実態把握と公社からの情報発信を行っていく。 
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「ものづくり企業商談会」は、今年度から北区との共催としたことで、昨年よ

りマッチング件数が大幅に増加し、参加企業の満足度は高いものとなった。ま

た、他区主催の商談会への参加や販路開拓サポートを通じ受発注拡大の支援を

行った。 

 また、新型コロナウイルス感染拡大により、平時の事業活動が困難な企業等

の販路拡大に関する取組や感染防止対策を促進する取組に対する助成金を昨年

度に引き続き実施し、区内事業者の持続化支援を行った。 

（３号事業） 

事業名 新産業参入支援事業 

計 画 

医療機器産業参入支援、医工連携による製品開発及び製品化の支援 

① Medtec Japan 2021（医療機器の製造・設計展示会）出展

   期間：令和３年 4 月 14 日（水）～16 日（金） 

 会場：東京ビッグサイト 

   区内関連企業を募り出展（4 小間） （出展企業：7 社） 

② 医工連携交流会

③ 医工連携アドバイザー派遣

④ 医療機器製造業等登録手数料補助金

⑤ 医工連携セミナー

実施内容 

医療機器産業参入支援（医工連携による製品開発及び製品化の支援） 

① Medtec Japan 2021（医療機器の製造・設計展示会）出展

   期間：令和３年 4 月 14 日（水）～16 日（金） 

 会場：東京ビッグサイト 

   区内関連企業を募り出展（4 小間） （出展企業：7 社） 

② 医工連携交流会

※新型コロナウイルス感染拡大の影響により中止

③ 医工連携アドバイザー派遣 １件

④ 医療機器製造業等登録手数料補助金 １件（製造販売業）

⑤ 医工連携セミナー 11 月 12 日実施 ※いたばし産業見本市再掲

21 人参加

事業費 2,710,610 円 【２年度 479,493 円 (前年度比 2,231,117 円)】 

短 評 

評価 C＜維持＞ 

医療産業へ参入予定の企業にとって、商談と情報交換の場として重要な展示会

である「Medtec Japan」に板橋区ブースとして区内企業７社が出展し、医療機

器メーカーの開発・研究関係者との対面での交流機会を創出した。 

新型コロナウイルス感染拡大による医療体制のひっ迫に伴い、臨床ニーズマッ

チング会である「医工連携交流会」が中止となったため、次年度は多様な方法に

よる医療機関等と区内ものづくり企業との交流を図っていく。 
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（３号事業） 

事業名 異業種交流・連携支援事業 

計 画 
① 会議室提供・講師派遣 

② 事業運営サポート 

実施内容 異業種交流・連携支援事業は実施しなかった。 

事業費 0 円 【２年度 0 円 (前年度比 0 円)】 

短 評 

評価 D＜停滞＞ 

異業種交流事業は休止しており、今後の事業のあり方については令和 5 年度に

向けて見直しを行う。 

 

 
4 号事業 技術開発支援に関する事業 

事業名 産業デザイン事業 

計 画 製品開発・ホームページ作成支援等広告宣伝支援 派遣件数 44 件 

実施内容 製品開発・ホームページ作成支援等広告宣伝支援 派遣件数３１件 

事業費 511,640 円 【２年度 891,460 円 (前年度比△379,820 円)】 

短 評 

B＜順調＞ 

営業活動促進事業助成金の支援としての利用は落ち着いたものの、堅調な実績

件数であった。コロナ禍の影響を受け、オンラインを活用した企業活動がますま

す重要になっているため、支援内容の大半は、ホームページの作成・リニューア

ルであった。今年度依頼のあった個店の新店舗デザイン相談等、今後は多様な活

用事例を発信していく。 

 

 

（４号事業） 

事業名 新製品・新技術開発チャレンジ支援事業 

計 画 

① 新製品・新技術の開発経費助成（最大 300 万円×5 件） 

② 技術系アドバイザー派遣 

③ 産学公連携研究開発費助成（最大 150 万円×２件） 

④ 公設試験研究機関施設利用助成 

⑤ 産学公連携相談・コーディネイト 

実施内容 

① 新製品・新技術の開発経費助成（最大 300 万円×5 件） 

  応募 1０件 採択４件  ※採択企業については全社目標達成 

② 技術系アドバイザー派遣 

採択企業４社に計 1４回訪問 

③ 産学公連携研究開発費助成（最大 150 万円×２件） ２件助成 
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④ 公設試験研究機関施設利用助成 ４件交付 

⑤ 産学公連携相談・コーディネイト ３件 

事業費 14,547,343 円 【２年度 18,048,556 円 (前年度比△3,501,213 円)】 

短 評 

評価 B＜順調＞ 

開発チャレンジ補助金の採択件数は昨年より少ない４件となったものの、そ

れに代わり技術系アドバイザーのサポートを手厚く行ったことで、全社を開発

完了に導くことができた。 

 

 

（４号事業） 

事業名 製品技術大賞事業 

計 画 

① 競争力のある優れた製品技術の表彰 応募 25 件程度想定（うち半数程度受

賞見込） 

② 受賞企業製品ＰＲ活動（ＰＲ映像制作等） 

実施内容 

① 競争力のある優れた製品技術の表彰 

１９件応募 1３件受賞 

② 受賞企業製品ＰＲ活動（ＰＲ映像制作等） 

  受賞パンフレット・PR 映像制作、工業系新聞掲載、区役所等での展示 

事業費 4,078,085 円 【２年度 4,351,119 円 (前年度比△273,034 円)】 

短 評 

評価 B＜順調＞ 

幅広い分野から１９件の応募があり、BtoB 企業による BtoC 事業への進出

に向けたチャレンジングな開発製品が散見された。審査の結果、区のものづく

りの礎である光学技術を活かした製品をはじめ、防災、感染防止対策や熱中症

対策など今日的な課題の解決が期待される製品・技術 1３件の表彰を行った。

PR 活動としては、区役所１階ギャラリーモールでの展示のほか、区の映像広報

にて受賞企業の紹介を行った。また、工業系新聞に受賞企業の紹介を１３回にわ

たり掲載中である。 

 
 
５号事業  事業者の人材の確保・育成に関する事業 

事業名 勤労者能力開発事業 

計 画 

① 宅地建物取引士講座（2０回） 

② ファイナンシャルプランナー3 級講座（10 回） 

③ 日商簿記３級講座（12 回） 

④ IT パスポート講座（1０回） 
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実施内容 

① 宅地建物取引士講座（20 回） 

  開催日（予定） ５月 12 日から９月 29 日（毎週水曜日） 

   ※緊急事態宣言により会場確保困難のため中止 

② ファイナンシャルプランナー３級講座（10 回） 

  開催日 ６月９日から８月 18 日（毎週水曜日） 

  参加者 26 人 

③ 日商簿記３級講座（12 回） 

  開催日 9 月 29 日から 12 月 22 日（毎週水曜日） 

  参加者 ２１人 

④ ＩＴパスポート講座（10 回） 

  開催日 10 月 13 日から 12 月 22 日（毎週水曜日） 

  参加者 ２６人         （11 月 3 日を除く） 

事業費 433,015 円 【２年度 382,412 円 (前年度比 50,603 円)】 

短 評 

評価Ｂ＜順調＞ 

 令和２年度から実施しているＩＴパスポート講座は、前年度の 11 名から大幅

に参加者数が増加した。 

 緊急事態宣言等の実施に伴い、講座の時間を短縮して実施したが、3 講座の参

加者数は前年度より増加し、定員に対して 8 割強となった。 

 
 
６号事業  勤労者福祉の増進に関する事業 

事業名 勤労者福利共済事業 

計 画 

区内中小企業のための勤労者福利共済事業の実施 

① 給付事業 

② 福利厚生サービス事業（宿泊施設補助、レジャー施設利用あっせん等） 

実施内容 

区内中小企業のための勤労者福利共済事業の実施 

① 給付事業 6８１件 

② 福利厚生サービス事業（宿泊施設補助、レジャー施設利用あっせん等） 

 新型コロナウイルス感染拡大によりバスツアー/ボウリング大会等中止 

 プロ野球観戦券等あっせん事業は参加人数縮小 

 ハイライフいたばしフェスティバル開催中止 

 中止された事業に代わり「板橋のいっぴん」買物券配布、産直事業の実施、

金券類等の斡旋品目の充実により会員へのサービス提供を行った。 

【会員数】 1,990 事業所  6,196 人 

【納付金】 入会金  63,800 円 受取会費  37,619,400 円 

事業費 58,793,697 円 【2 年度 42,111,103 円(前年度比 16,682,594 円)】 
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短 評 

評価Ｂ＜順調＞ 

通常入会に関するＰＲに加えて年度内２回の入会キャンペーンを実施してお

り、その効果で入会者数は前年度より増加したが、コロナ禍による経営難等の

影響もあってか、退会者数がそれを上回った。 

事業内容については、参加型の催し物に代わり、在宅生活を意識した斡旋品

目の充実を図った。 

 会員からの事業・サービスの評価は変わらず高く、引き続き制度の魅力を発

信する機会を充実していくとともに、今後も主催事業・斡旋内容等に新たな企

画を取り入れ、魅力向上を図っていく。 

 

(1) 加入状況 

時 期 事業所数 加入者数 

発 足 時(S60.8.1) 401 所 2,008 人 

令和２年 3 月末日 2,207 所 6,558 人 

令和３年３月末日 2,094 所 6,361 人 

令和４年３月末日 1,990 所 6,196 人 

          入会 50 所（506 人）、退会 154 所（671 人） 

(2) 納付金等の収入   

内  容 金額（円） 延人数（人） 月平均（人） 

納付金等 計 37,683,200 ― ― 

加入金（加入時に 200 円） 63,800 319 27 

納付金（月額 500 円） 37,619,400 75,239 6,270 

(3) 事業実績    

事 業 名 利用件数（件） 支出金額（円） 収入金額（円） 

給付事業（各種祝金等） 681 8,480,000 ― 

福利厚生事業 計 21,637 50,313,697 33,040,050 

宿泊施設 

指定宿泊補助等 
900 4,073,000 ― 

レジャー施設 

遊園地等 1 日ﾌﾘｰﾊﾟｽ券割引等 
3,405 8,000,710 4,855,550 

文化・教養施設 

文化会館主催事業補助・割引等 
43 57,500 32,200 

健康・スポーツ 

スポーツクラブ利用補助 

人間ドック利用補助等 

2,268 1,897,200 286,600 

あっせん事業 

スポーツ観戦チケット割引 

美術館、展示会チケット割引等 

12,630 34,755,333 27,364,250 
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主催事業 

  ﾊﾞｽﾂｱｰ、ﾗｲﾌｱｯﾌﾟｾﾐﾅｰ等  
2,391 1,529,954 501,450 

雑収入 

 会員カード再発行・手数料等 
280 ― 56,010 

事業費 合計 22,598 58,793,697 33,096,060 

広報費 

共済ニュース（７回） 

利用ガイド（隔年） 

その他各種広報 

 

(会員に配布) 

 

9,251,702 ― 

 

 
７号事業  信用保証に関する事業 

事業名 信用保証事業〈公社による信用保証は平成 16 年 3 月末で終了〉 

計 画 

① 求償権債権等の回収業務  

回収見込み額 4,000 千円  その他収益見込額 1,426 千円 

② 信用保証条件の変更・保証債務の代位弁済 

  保証債務 13 件 18,000 千円 

実施内容 

① 求償権債権等の回収業務                 193 件 

求償権回収金 3,348,916 円 

② 信用保証条件の変更（返済期間の延長、返済金額の変更等） 12 件 

保証債務の代位弁済                    ０件 

信用保証料収益  133,709 円 

事業費 8,747,069 円 【２年度 16,923,449 円 (前年度比△8,176,380 円)】 

短 評 

評価Ｂ＜順調＞ 

公社経営計画に基づき、昨年度に引続いて債務者の個別事情に応じた債権回収の

最大化を図った。また、求償権の償却４件、管理事務停止２２件などの債権整理

を進めた。 

※信用保証に関する事業実行状況については別掲する。 

 

 
８号事業  他法人等から受託する事業 

事業名 板橋区立ハイライフプラザの運営業務 

計 画 施設の利用受付に関すること 

実施内容 施設の利用受付に関すること 

事業費 7,608,842 円【２年度 7,754,373 円（前年度比△145,531 円）】 

短 評 
評価 B＜順調＞ 

板橋区から受託した施設の利用受付業務などを円滑に実施した。 
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９号事業  その他公社の目的を達成するために必要な事業 

事業名 板橋区及び産業団体主催事業への後援・協賛 

計 画 産業団体の各種事業後援 等 

実施内容 産業団体の各種事業後援 等  共催１件、後援名義５件、協力１件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受付実績 

内  容 件数（人） 

施設見学・相談 3,461 件 

電話相談 2,218 件 

施設予約・変更 1,425 件 

施設業者立会い 193 件 

利用案内等 7,440 件 

合  計 14,737 件 

【参考】区立ハイライフプラザ利用実績 

区 分 回 数 人 員 

ホール 1,257 32,213 

会議室 412 3,866 

合 計 1,669 36,079 
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信用保証に関する事業実行状況(別掲) 

(1) 保証債務残高 

   12 件  14,768,000 円 

(2) 条件変更実行状況 

   返済方法の変更 12 件 

(3) 信用保証料状況 

                                      

（単位：円） 

 

収入額 133,709 円   保証料収入総額 2,303,228,286 円 

(4) 当該年度代位弁済状況 

なし  
(５) 代位弁済額・求償権回収状況 

（単位：円） 

 

代位弁済 求償権回収金 

代位弁済額 総額 
回収金額 総額 

件数 金額 件数 金額 

平成 29 年度 0 0 2,034 4,132,966,675 25,889,745 1,603,507,453 

 

 

平成 30 年度 0 0 2,034 4,132,966,675 28,001,967 1,631,509,420 

平成３１年度 0 0 2034 4,132,966,675 20,544,883 1,652,054,303 

令和２年度 0 0 2034 4,132,966,675 12,779,352 1,664,833,655 

令和３年度 0 0 2034 4,132,966,675 3,348,916 1,668,182,571 

 

(6) 求償債権償却 
（単位：円） 

 
令和３年度 令和２年度 

件数 償却額 件数 償却額 

① 破産宣告等法的手続開始 0 0 4 8,166,589 

② 死亡・失そう・行方不明等 1 54,341 1 835,746 

③ 事業再起不能 3 1,975,756 27 25,323,409 

（③うち、一括弁済による債務免除） （0） 0 （22） 22,602,854 

合   計 4 2,030,097 32 34,325,744 

 
(7) 代位弁済債権（求償債権）の管理状況 

 代位弁済額総額（昭和 52 年～令和３年度） 2,034 件  4,132,966,675 円 

回収金 

 

1,668,182,571 円 

管理停止 

1,254 件 

2,420,296,462 円 

管理中の債権 

24 件（元本返済 2 件を除く） 

44,487,642 円 

償却管理求償債権 

10 件 

17,775,151 円 

通常管理求償債権 

14 件 

26,712,491 円 

内訳 公社：14,433,077 円 

区：12,279,414 円 
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会議等開催状況 

  

理事会 

年月日 議  題  結 果 

令和３年第２回 

R３.６.３ 

１. 令和 2 年度事業報告及び決算報告 

２. 令和３年第 2 回評議員会の招集について 

３. 評議員候補者の推薦について 

４. 評議員選定委員会委員の選任について 

５. 勤労者福利共済事業運営協議会委員の選任について 

６. 事業報告等に係る提出書類について 

可 決 

１. 職務執行状況の報告 

２. 評議員会報告 

３. 区・公社のあり方検討会中間のまとめについて 

報 告 

令和３年第３回 

R３.７.２１ 
１. 専務理事の選定について 

書面によ

る決議 

令和３年第４回 

R３.１１.１ 
１. 令和３年度収支予算の変更について 

書面によ

る決議 

令和３年第５回 

R３.１１.２６ 

１. 財産管理運用規程の一部改正について 可 決 

１. 職務執行状況の報告について 

２. 令和３年度予算執行状況及び執行見込みについて 

３. 令和４年度実施事業及び予算について 

４. 評議員会報告について 

５. 区と板橋区産業振興公社のあり方について 検討結果

報告 

報 告 

令和４年第１回 

R４.２.１７ 

１. 令和４年度事業計画 

２. 令和４年度収支予算 

３. 経営計画２０２２ 

４. 令和４年度資金調達及び設備投資の見込みについて 

５. 令和４年第１回評議員会の招集について 

可 決 

１. 板橋区勤労者福利共済事業について 報 告 
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評議員会 

年月日 議  題 結 果 

令和３年第 2 回 

R３.６.２４ 

１. 理事の選任について 

２. 貸借対照表、損益計算書（正味財産増減計算書） 

および財産目録の承認について 

可 決 

１. 令和３年第２回理事会について 

２. 令和 2 年度事業報告及び決算報告 

３. 区・公社のあり方検討会中間のまとめについて 

報 告 

令和４年第１回 

R４.３.８ 

１. 令和４年第１回理事会について 

２. 令和４年度事業計画 

３. 令和４年度収支予算 

４. 令和４年度資金調達及び設備投資の見込みについて 

５. 公社経営計画 2022 について 

報 告 

 

評議員選定委員会 

年月日 議  題 結 果 

R３.６.１４ １. 評議員の選任について 選 任 

 

勤労者福利共済事業運営協議会 

年月日 議  題 備 考 

R３.６.１４ 

１. 委嘱状交付 

２. 令和 2 年度勤労者福利共済事業実績報告 

３. 令和３年度勤労者福利共済事業計画 

 

R４.２.２ 
１. 令和３年度勤労者福利共済事業実施状況 

２. 令和４年度勤労者福利共済事業計画（案） 
 

 

監事による監査 

年月日 監査事項 結 果 

R３.５.２０ 
１. 令和 2 年度の業務執行 

２. 令和 2 年度の収支決算 
承 認 

 

区財政援助団体監査 

年月日 監査事項 備 考 

R３.９.６ １. 令和２年度の区補助金に関する監査  
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附 属 明 細 書 

 

 

公益財団法人板橋区産業振興公社定款第１０条に基づく事業報告の附属明細

書については、事業報告において詳細に説明しているため省略する。 
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決 算 報 告 
 
 

令和３年度 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公益財団法人 板橋区産業振興公社 
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(単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 7,070,122 7,075,040 △ 4,918

基本財産受取利息 7,070,122 7,075,040 △ 4,918

特定資産運用益 9,042 23,177 △ 14,135

特定資産受取利息 9,042 23,177 △ 14,135

事業収益 89,433,255 83,567,072 5,866,183

受取入会金 63,800 57,000 6,800

受取会費 37,619,400 38,682,500 △ 1,063,100

経営支援事業収益 276,000 0 276,000

交流推進事業収益 5,678,000 856,000 4,822,000

技術開発事業収益 290,000 290,000 0

勤労者能力開発事業収益 684,000 544,000 140,000

福利厚生事業収益 33,096,060 20,337,650 12,758,410

受託事業収益 7,243,370 7,363,431 △ 120,061

信用保証料収益 133,709 157,139 △ 23,430

求償権回収収益 2,285,916 8,667,103 △ 6,381,187

求償権償却準備金戻入益 1,063,000 4,112,249 △ 3,049,249

代位弁済支払準備金戻入益 1,000,000 2,500,000 △ 1,500,000

受取補助金等 240,684,173 230,950,561 9,733,612

受取区補助金 240,684,173 230,950,561 9,733,612

為替差益 3,820,000 9,135,000 △ 5,315,000

為替差益 3,820,000 9,135,000 △ 5,315,000

雑収益 2,440,054 2,918,496 △ 478,442

受取利息 1,225,753 1,163,594 62,159

雑収益 1,214,301 1,754,902 △ 540,601

経常収益計 343,456,646 333,669,346 9,787,300

（２）経常費用

事業費 334,570,002 307,763,926 26,806,076

給料手当 35,388,190 41,241,749 △ 5,853,559

臨時雇賃金 0 2,749,869 △ 2,749,869

退職給付費用 353,760 211,500 142,260

正味財産増減計算書
令和3年4月1日から令和4年３月31日まで

科     目 当年度 前年度 増減
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科     目 当年度 前年度 増減

福利厚生費 15,503,854 16,148,323 △ 644,469

会議費 3,265 62,753 △ 59,488

旅費交通費 1,762,829 1,962,737 △ 199,908

通信運搬費 2,737,610 3,560,639 △ 823,029

減価償却費 6,583,227 6,819,700 △ 236,473

備品費 505,901 57,970 447,931

消耗品費 1,043,026 1,234,858 △ 191,832

修繕費 935 0 935

印刷製本費 2,789,800 2,600,252 189,548

賃借料 1,902,853 1,889,262 13,591

諸謝金 3,777,056 2,965,000 812,056

租税公課 823,200 557,150 266,050

支払負担金 9,433,500 100,000 9,333,500

支払助成金 99,739,000 101,711,000 △ 1,972,000

委託費 80,675,154 72,090,157 8,584,997

新聞図書費 167,763 163,452 4,311

支払手数料 1,067,200 1,078,553 △ 11,353

広報費 9,964,062 7,206,802 2,757,260

表彰費 672,800 787,760 △ 114,960

主催事業費 50,313,697 33,760,243 16,553,454

給付金 8,480,000 8,150,000 330,000

支払利息 183,359 453,328 △ 269,969

雑費 697,961 200,869 497,092

管理費 10,598,458 10,014,135 584,323

役員報酬 320,000 330,000 △ 10,000

給料手当 4,142,365 3,404,279 738,086

臨時雇賃金 0 888,777 △ 888,777

退職給付費用 98,940 66,000 32,940

福利厚生費 2,050,721 1,954,523 96,198

研修費 27,500 11,000 16,500

会議費 0 358 △ 358

旅費交通費 109,610 100,385 9,225

通信運搬費 74,922 67,059 7,863

減価償却費 83,752 120,448 △ 36,696

備品費 76,659 0 76,659
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科     目 当年度 前年度 増減

消耗品費 48,289 50,936 △ 2,647

修繕費 165 0 165

印刷製本費 13,530 20,882 △ 7,352

賃借料 688,435 618,370 70,065

保険料 153,310 156,400 △ 3,090

租税公課 3,400 5,450 △ 2,050

支払負担金 64,000 64,000 0

委託費 2,171,100 1,686,243 484,857

新聞図書費 71,720 69,300 2,420

支払手数料 367,383 355,222 12,161

広報費 19,800 15,840 3,960

支払利息 2,857 3,662 △ 805

雑費 10,000 25,001 △ 15,001

経常費用計 345,168,460 317,778,061 27,390,399

当期経常増減額 △ 1,711,814 15,891,285 △ 17,603,099

当期一般正味財産増減額 △ 1,711,814 15,891,285 △ 17,603,099

一般正味財産期首残高 612,166,252 596,274,967 15,891,285

一般正味財産期末残高 610,454,438 612,166,252 △ 1,711,814

Ⅱ　指定正味財産増減の部

基本財産運用益 2,828,049 2,830,016 △ 1,967

基本財産受取利息 2,828,049 2,830,016 △ 1,967

一般正味財産への振替額 △ 2,828,049 △ 2,830,016 1,967

一般正味財産への振替額 △ 2,828,049 △ 2,830,016 1,967

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 238,360,000 238,360,000 0

指定正味財産期末残高 238,360,000 238,360,000 0

Ⅲ　正味財産期末残高 848,814,438 850,526,252 △ 1,711,814
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当年度

Ⅰ資産の部
　１．流動資産
　   現金預金 164,585,750 180,574,086 △ 15,988,336
  　 未収金 603,616 614,667 △ 11,051
  　 前払金 3,874,409 2,956,101 918,308

169,063,775 184,144,854 △ 15,081,079

　２．固定資産
　（１）基本財産
　　　基本財産有価証券 593,692,340 592,973,300 719,040
　　　基本財産普通預金 6,307,660 7,026,700 △ 719,040

600,000,000 600,000,000 0

　（２）特定資産
　　　代位弁済準備積立預金 14,500,000 15,500,000 △ 1,000,000
　　　共済事業引当預金 13,500,000 13,500,000 0
　　　供託金積立預金 24,150,000 24,150,000 0

52,150,000 53,150,000 △ 1,000,000

　（３）その他固定資産
　　　什器備品 973,730 163,433 810,297
　　　リース資産 665,280 7,208,656 △ 6,543,376
　　　商標権 495,000 0 495,000
　　　求償権 14,433,077 17,526,174 △ 3,093,097
　　　保証債務見返 14,768,000 15,979,000 △ 1,211,000
　　　供託金 2,850,000 2,850,000 0
　　　投資有価証券 55,939,820 52,067,980 3,871,840

90,124,907 95,795,243 △ 5,670,336

742,274,907 748,945,243 △ 6,670,336

911,338,682 933,090,097 △ 21,751,415

Ⅱ負債の部
　１．流動負債
　　未払金 13,239,934 21,899,760 △ 8,659,826
　　前受金 3,368,500 2,579,400 789,100
　　預り金 166,574 233,244 △ 66,670
　　短期リース債務 1,228,954 7,031,208 △ 5,802,254
　　未払消費税等 761,400 528,300 233,100

18,765,362 32,271,912 △ 13,506,550

　２．固定負債
　　代位弁済支払準備金 14,500,000 15,500,000 △ 1,000,000
　　求償権償却準備金 14,433,077 17,526,174 △ 3,093,097
　　保証債務 14,768,000 15,979,000 △ 1,211,000
　　長期リース債務 57,805 1,286,759 △ 1,228,954

43,758,882 50,291,933 △ 6,533,051

62,524,244 82,563,845 △ 20,039,601

Ⅲ正味財産の部
　１．指定正味財産
　　　　出捐金 200,000,000 200,000,000 0
　　　　民間寄付金 38,360,000 38,360,000 0

238,360,000 238,360,000 0

( 238,360,000 ) ( 238,360,000 ) ( 0 )
( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

　２．一般正味財産
610,454,438 612,166,252 △ 1,711,814

( 361,640,000 ) ( 361,640,000 ) ( 0 )
( 37,650,000 ) ( 37,650,000 ) ( 0 )

848,814,438 850,526,252 △ 1,711,814

911,338,682 933,090,097 △ 21,751,415

貸借対照表
令和４年３月３１日現在

（単位：円）

科 目 前年度 増減

（うち特定資産への充当額）

流動資産合計

基本財産合計

特定資産合計

その他固定資産合計

固定資産合計

資　産　合　計

流動負債合計

固定負債合計

負　債　合　計

指定正味財産合計

（うち基本財産への充当額）

一般正味財産合計
（うち基本財産への充当額）
（うち特定資産への充当額）

正味財産合計

負債及び正味財産合計
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１．重要な会計方針
(１)有価証券の評価基準及び評価方法について
　満期保有目的の債券・・・償却原価法(定額法)を採用している。

(２)準備金の計上基準について
ア．代位弁済支払準備金
　代位弁済に充当するための積立預金を代位弁済支払準備金として計上する。
イ．求償権償却準備金

求償権償却準備金 (単位：円)

0

0

14,433,077

14,433,077

(３)固定資産の減価償却方法について
　什器備品・・・・定額法によっている。
　無形固定資産・・・・定額法によっている。

(４)リース取引の処理方法について
　所有権移転ファイナンスリース取引　(福利共済用会計システム、福利共済システム、融資斡旋システム)
　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　所有権移転外ファイナンスリース取引（一契約当たり300万円超）
　売買処理に準じた会計処理により、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
　
(５)消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円)

592,973,300

7,026,700

600,000,000

15,500,000

13,500,000

24,150,000

53,150,000

653,150,000

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

593,692,340 ( ) ( ) ( )

6,307,660 ( ) ( ) ( )

600,000,000 ( ) ( ) ( )

14,500,000 ( ) ( ) ( )

13,500,000 ( ) ( ) ( )

24,150,000 ( ) ( ) ( )

52,150,000 ( ) ( ) ( )

652,150,000 ( ) ( ) ( )

年度 求償権残高 償却金準備率 求償権償却準備金

令和3年度 １／３ 0

財務諸表に対する注記

　積立方式は、期末における洗い替え方式による。当年度の求償権残高に３分の１、前年度の残高に３分の２、前々年度以前
分残高に３分の３をそれぞれ乗じた額の合計額を準備金として計上する。

小　　計 14,433,077

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額

令和2年度 ２／３ 0

令和元年度以前 ３／３ 14,433,077

6,307,660

小　　計 719,040 719,040 600,000,000

当期末残高

基本財産

基本財産有価証券 719,040 593,692,340

特定資産

代位弁済準備積立預金 1,000,000

基本財産普通預金 719,040

14,500,000

共済事業引当預金 13,500,000

供託金積立預金 24,150,000

652,150,000

科目 当期末残高
(うち指定正味財産

からの充当額)
(うち一般正味財産

からの充当額)
(うち負債に
対応する額)

小　　計 0 1,000,000 52,150,000

基本財産

基本財産有価証券 238,360,000 355,332,340

合　　計 719,040 1,719,040

特定資産

代位弁済準備積立預金

基本財産普通預金 6,307,660

小　　計 238,360,000 361,640,000 0

14,500,000

小　　計 0 37,650,000 14,500,000

共済事業引当預金 13,500,000

供託金積立預金 24,150,000

合　　計 238,360,000 399,290,000 14,500,000
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４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円)

4,963,702

32,716,872

495,000

38,175,574

５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

(単位：円)

６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

(単位：円)

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

科目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

合計 36,041,564 2,134,010

種類及び銘柄 帳簿価額 時価

什器備品 3,989,972 973,730

リース資産 32,051,592 665,280

0 495,000商標権

第10回 利付国債 (30年) 94,569,420 109,070,000 14,500,580

第62回 利付国債 (20年) 99,813,820 101,060,000 1,246,180

評価損益

基本財産

小計 593,692,340 638,690,000 44,997,660

政府保証第174回 日本高速道路保有債務返済
機構債券

99,646,660 113,850,000 14,203,340

政府保証第178回 日本高速道路保有債務返済
機構債券

99,760,570 114,440,000 14,679,430

第146回 福岡北九州高速道路債券 99,901,870 99,800,000 △ 101,870

GSFCIクレジットリンク債 100,000,000 100,470,000 470,000

第10回 利付国債 (30年) 9,929,820 11,452,350 1,522,530

小計 55,929,820 57,801,950 1,872,130

その他固定資産

投資有価証券

東京グリーンボンド(外貨) 46,000,000 46,349,600 349,600

合計 649,622,160 696,491,950 46,869,790

補助金等の名称 交付者
前期末
残高

当期増加額 当期減少額
当期末
残高

貸借対照表上の
記載区分

240,684,173

一般正味財産240,684,173 0区補助金収入 板橋区 0 240,684,173

0合計 0 240,684,173

科目 金額

経常収益への振替額

基本財産有価証券受取利息の振替額 2,540,433

補助金

基本財産有価証券償却原価法による差額の振
替額

287,616

合　計 2,828,049

基本財産有価証券受取利息への振替額及び基本財産有価証券償却原価法による差額の振替額については、基本財産
600,000,000円の受取利息のうち、指定正味財産238,360,000円(基本財産総額の約40％相当分)に相当する額を按分して
振り替えるものとする。

25



附 属 明 細 書 

１．基本財産及び特定資産の明細 

基本財産及び特定資産の明細について、財務諸表の注記２「基本財産及び 

特定資産の増減額及びその残高」に記載しているため、記載を省略している。 
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(単位：円)

場所・物量等 使用目的等 金額

(流動資産)

現金預金

　現金 板橋区情報処理センター保管 手許資金として使用している。 50,000

ハイライフプラザいたばし保管 手許資金として使用している。 350,000

　当座預金 みずほ銀行　板橋支店
信用保証事業(他２事業)に関する口座
として使用している。

10,000

　普通預金 みずほ銀行　板橋支店　(事務費) 運転資金口座として使用している。 3,806,642

東京信用金庫　板橋支店　(事務費) 運転資金口座として使用している。 1,400,691

みずほ銀行　板橋支店　（共通口座） 運転資金口座として使用している。 4,695,680

ゆうちょ銀行 郵便振替口座として使用している。 39,000

みずほ銀行　板橋支店　(事業費)
勤労者福祉事業(公益目的事業)等に関
する口座として使用している。

27,333,790

きらぼし銀行　板橋支店　(事業費)
勤労者福祉事業(公益目的事業)等に関
する口座として使用している。

52,211,682

きらぼし銀行　板橋支店　(管理費)
勤労者福祉事業(公益目的事業)等に関
する口座として使用している。

904,269

みずほ銀行　板橋支店　(回収金)
信用保証事業(他２事業)に関する口座
として使用している。

4,011,130

みずほ銀行　板橋支店　(保証料)
信用保証事業(他２事業)に関する口座
として使用している。

3,026,157

ゆうちょ銀行　(回収金)
信用保証事業(他２事業)に関する口座
として使用している。

1,184,910

西京信用金庫　大山支店 運転資金口座として使用している。 61,799

　定期預金 東京信用金庫　板橋支店 運転資金口座として使用している。 35,500,000

巣鴨信用金庫　板橋支店 運転資金口座として使用している。 10,000,000

西京信用金庫　大山支店 運転資金口座として使用している。 20,000,000

未収金 板橋区他
受託事業(他１事業)に関する未収金等
である。

603,616

前払金 主催事業費他 3,874,409

169,063,775

(固定資産)

基本財産 有価証券 第10回 利付国債 (30年)
運用益を管理運営のための財源とし
て充てるために使用している。

94,569,420

第62回 利付国債 (20年)
運用益を管理運営のための財源とし
て充てるために使用している。

99,813,820

政府保証第174回 日本高速道路保有
債務返済機構債券

運用益を管理運営のための財源とし
て充てるために使用している。

99,646,660

政府保証第178回 日本高速道路保有
債務返済機構債券

運用益を管理運営のための財源とし
て充てるために使用している。

99,760,570

第146回 福岡北九州高速道路債券
運用益を管理運営のための財源とし
て充てるために使用している。

99,901,870

GSFCIクレジットリンク債
運用益を管理運営のための財源とし
て充てるために使用している。

100,000,000

普通預金 巣鴨信用金庫　板橋支店
運用益を管理運営のための財源とし
て充てるために使用している。

6,307,660

特定資産 代位弁済準備積立預金 西京信用金庫　大山支店　定期預金
代位弁済(他２事業)のための財源とし
て使用している。

10,000,000

東京信用金庫　板橋支店　定期預金
代位弁済(他２事業)のための財源とし
て使用している。

4,500,000

共済事業引当預金 東京信用金庫　板橋支店　定期預金
公益目的事業等(共済事業)のための財
源として使用している。

13,500,000

供託金積立預金 みずほ銀行　板橋支店　普通預金
供託金(他２事業）のための財源とし
て使用している。

24,150,000

財産目録
令和４年３月３１日現在

貸借対照表科目

流動資産合計
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(単位：円)

場所・物量等 使用目的等 金額貸借対照表科目

その他固定資産 什器備品 セキュリティ機器他（本部）
事業及び管理に使用している共用資
産である。

752,242

セキュリティ機器他（ハイライフ）
公益目的事業及び給付事業（他３事
業）に使用している資産である。

221,488

リース資産 PC等
事業及び管理に使用している共用資
産である。

665,280

商標権 ロゴマーク
公益目的事業に使用する資産であ
る。

495,000

求償権 14件
信用保証事業(他２事業)に係る債権で
ある。

14,433,077

保証債務見返 12件
信用保証事業(他２事業)に係る保証債
務残高である。

14,768,000

供託金 2件
信用保証事業(他２事業)に関して、供
託している金額である。

2,850,000

投資有価証券 第10回 利付国債 (30年) 9,929,820

東京グリーンボンド(外貨) 46,000,000

中央労働金庫 10,000

742,274,907

911,338,682

(流動負債)

未払金 委託料・未払社会保険料等である。 6,061,107

板橋区補助金返還金額
板橋区へ返還予定の補助金金額であ
る。

7,178,827

前受金 事業前受金 公益目的事業の前受金である。 3,368,500

預り金
源泉所得税・預かり社会保険料等で
ある。

166,574

短期リース債務
株式会社オプティマ
三菱HCビジネスリース株式会社

福利共済用会計システム、福利共済
システム、融資斡旋システム及びＰ
Ｃ等に係る1年内返済予定のリース債
務である。

1,228,954

未払消費税等 761,400

18,765,362

(固定負債)

代位弁済支払準備金
代位弁済(他２事業)のための準備金で
ある。

14,500,000

求償権償却準備金 14件
求償権償却(他２事業)のための準備金
である。

14,433,077

保証債務 12件
信用保証事業(他２事業)に係る保証債
務残高である。

14,768,000

長期リース債務 三菱HCビジネスリース株式会社
ＰＣ等に係る1年超返済予定のリース
債務である。

57,805

43,758,882

62,524,244

848,814,438

固定資産合計

　　　　　　　　正味財産

　　　　　　　　資産合計

流動負債合計

固定負債合計

　　　　　　　　負債合計
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４板振監発第 ２ 号 

令和４年 5 月２０日  

 公益財団法人板橋区産業振興公社 

  理事長   坂 本   健  様 

 

 

                   公益財団法人板橋区産業振興公社 

                  

監 事  浦 田 秀 明 

 

                     監 事  亀 石 浩 司 

 

 

監査結果について 

 

 

本日実施した監査結果について、下記のとおり通知します。 

 

記 

 

１ 日  時   

令和４年 5 月２０日（金） 

 

２ 監査対象   

令和３年度の業務執行及び収支決算に関すること。 

 

３ 監査方法の概要 

(1) 業務監査について、業務の報告を徴取し、関連書類の閲覧など必要と思

われる監査手続きを用いて業務執行の妥当性を検討した。 

  (2)  会計検査について、帳簿並びに関係書類の閲覧など必要と思われる監査

手続きを用いて財務諸表の正当性を検討した。 

 

４ 監査意見 

 (1)  事業報告書の内容は事実であると認める。 

 (2)  貸借対照表、正味財産増減計算書、財産目録は、会計帳簿の記載金額と

一致し、法人の収支状況及び財政状況を正しく示していると認める。 

 (3)  理事の執務執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する事

実はないと認める。 

                             以上 
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事業計画・収支予算 
 
 

令和 4 年度 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公益財団法人 板橋区産業振興公社 

 

31



 

 

≪事業運営方針≫ 

 

 

長期化する新型コロナウイルス対策や急速に進化するDXへの対応な

ど、多岐にわたる区内中小企業の経営課題に対して、板橋区などの関係

機関及び支援機関との連携により、きめ細かい支援策を講じていきま

す。 

そのため、取り組みの重点として、以下の 3点に留意し事業を推進し

ます。 

  

 

 

１ ウィズコロナ・アフターコロナを見据えた支援の継続 

 

２ 事業者に寄り添ったきめ細やかな事業展開 

 

３ 国、東京都、区の施策を注視した効果的な事業実施  
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令和 4 年度事業計画 

 

１号事業  調査・研究・情報発信に関する事業 

事業名 企業情報の収集・発信 

目 的 

訪問等により区内中小企業の事業環境や近況、課題等を収集するとともに、

逐次データベースに収録することで情報共有を図り、効果的な企業支援のた

めに利活用する。 

令和５年度に区と公社との事業再編を見据え、当該データベースの再構築を

行う。 

概 要 

企業及び製品検索サイト「板橋区産業データベース（一部公開）」の利活用 

（年間巡回訪問等件数（データベース入力件数） 約 2,000 件） 

データベースの再構築 

事業費 

14,173 千円 

（内訳） 産業データベース再構築費 13,442 千円 

     魅力発信ガイド増刷経費 616 千円 

魅力発信ガイド保管料 115 千円 

(1 号事業)  

事業名 各種広報媒体の活用による情報提供活動 

目 的 

公社事業のほか、国や都等の助成金、セミナー情報など区内中小企業に有益

な情報を広く周知するとともに、産業文化都市「板橋」の強みや魅力を区内

外に効果的に発信する。 

概 要 

① 産業情報紙の発行（年 1 回） 

② ビジネスサポートガイドの発行（年 1 回） 

③ メールマガジンによる情報発信（月 2 回） 

④ ホームページ・SNS、新聞等、各種メディアを活用した情報発信 

事業費 

1,165 千円 

（内訳） 産業情報紙・ビジネスサポートガイド作成経費 610 千円 

     専門紙等広告経費 550 千円  その他事務費 5 千円 

 

２号事業  経営支援に関する事業 

事業名 経営支援事業 

目 的 

区内外の支援機関や専門家、企業活性化センター等と連携して、中小企業の

様々な経営課題の解決や経営基盤強化に向けた取り組みに的確に応え、中小

企業の業績向上や経営の安定化、将来に備えた準備等をサポートする。 

概 要 

① 専門家派遣（企業経営の課題解決に向けた総合相談、国・都等の補助金

申請支援、区内中小企業等が実施する勉強会・セミナー等への講師派遣な

ど）275 件 
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② 創業マスターコース事業 ５日（オンライン 4 日・対面１日）×５回 

③ 板橋区簡易型ＢＣＰ策定支援（新規 15 社、フォローアップ支援 20 社） 

④ 人材確保支援事業（派遣 50 回、就業規則策定支援２件） 

⑤ 支援機関研修会（１回）・金融機関勉強会等の開催 

事業費 

11,915 千円 

（内訳） 専門家派遣等経費 6,113 千円 

ＢＣＰ策定支援 3,630 千円 

創業マスターコース 812 千円 

 人材確保支援 1,360 千円 

(２号事業)  

事業名 セミナー 

目 的 
経営課題解決に役立つ知識を学ぶ講習会等の開催により、中小企業の自律的

な成長・発展をサポートする。 

概 要 
① 各種セミナー（6 回程度） 

② ビジネスセミナー等（３回程度） 

事業費 
570 千円 

（内訳）セミナー経費 537 千円  運営費 33 千円 

(２号事業)  

事業名 優良企業顕彰事業〈いたばし人と未来を創る会社賞〉 

目 的 

地域に根差し、人を育て、成長につながる努力をし続ける企業を表彰すると

ともに、その優れた取組を発信することで、区内企業が持続的成長に向けた

経営をめざすきっかけとする。 

概 要 

いたばし働きがいのある会社賞の課題であった審査基準及び費用面を改善

し、より応募・受賞がしやすい仕組みを構築した。令和 4 年度は新しい表

彰事業を広く周知し、応募・受賞企業の増加に向け取り組む。 

①いたばし人と未来を創る会社賞セミナー・特別講演 

②いたばし人と未来を創る会社賞の運営 

事業費 

3,400 千円 

（内訳）運営費 2,940 千円  セミナー経費 200 千円 

    広報費 260 千円 

(２号事業)  

事業名 知的財産権・ISO 助成事業 

目 的 
知的財産権及び ISO 認証を取得する中小企業に対し、経費の一部を助成す

ることにより、経営基盤の強化や企業価値の向上を図る。 

概 要 
特許権・実用新案権・商標権・意匠権取得経費（1/3 限度額 20 万円）12 件 

ISO シリーズの取得経費（1/3 限度額２0 万円）２件 

事業費 
2,102 千円 

（内訳）助成金 2,100 千円  事務費 ２千円 
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3 号事業  取引拡大・交流推進に必要な事業 

事業名 いたばし産業見本市事業 

目 的 

製造業を中心とした区内中小企業等が結集し、新製品や優れた技術を展示・

紹介することで、商談機会の場としての魅力や効率性を高め、出展者の業績

の安定・拡大に寄与する。また、出展企業間の交流・連携を通じて、新製品

開発や技術革新の機運を醸成し、合わせて「ものづくりのまち板橋」を区内

外にアピールする。 

概 要 

① 区内製造業を中心としたビジネス展示会 

日程：令和４年 1１月 1０日（木）・1１日（金） 

会場：植村記念加賀スポーツセンター及びオンライン 

② 新しい生活様式を見据え、効果的なマッチング機会を創出する企業 

展示や中小企業の経営革新や技術革新を醸成するセミナーの開催 

来場者数：約 2,000 人 出展者数：約１００企業・団体 

※いずれもオンラインを含む 

事業費 

25,439 千円 

（内訳）企画・運営費 24,860 千円 事務費 436 千円 

広報費 143 千円 

(３号事業)  

事業名 区外見本市事業 

目 的 

板橋区の特徴的な産業のひとつである光学分野の専門展示会への出展や分

野別・テーマ別に開催される専門展示会に出展する区内企業を対象とした出

展を助成することにより、販路拡大を支援し、あわせて「ものづくり板橋（板

橋産業ブランド）」の情報発信を行う。 

概 要 

① OPIE（レーザー・レンズ光総合技術展）出展 

    期間：令和 4 年 4 月 20 日（水）～4 月 22 日（金） 

   会場：パシフィコ横浜 

    区内関連企業を募り出展（6 小間） （出展者数：８社） 

② 製造業を対象とした BtoC につながる専門展示会出展 

   出展する展示会は調整中 

③ 専門展示会出展助成 

経費の 1/2（限度額 20 万円）を助成する。（年間助成件数 20 件） 

事業費 

18,154 千円 

（内訳）光学系専門展示会出展経費 4,393 千円 

    BtoC につながる製造業専門展示会出展経費 9,755 千円 

展示会出展助成経費 4,000 千円 事務費 6 千円 
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(３号事業)  

事業名 受発注支援事業 

目 的 

区内中小企業の受発注支援や様々な経営課題の解決に向けた支援を行うと

ともに、研究機関や大学、企業間の連携のマッチング等を行い、製品開発や・

技術課題の解決を図るなど中小企業支援を実施する。また、新型コロナウイ

ルス感染症により影響が出ている区内企業に対し、各種産業支援を行う。 

概 要 

① 企業サポートコーディネーターの巡回等による個別企業情報の収集及び

受発注の相談等  2,000 件 

② 板橋区ものづくり企業商談会 

③ 個別支援（技術課題解決、経営支援、販路開拓等のサポート） 

④ クラウドファンディング活用支援事業助成金 

⑤ 営業活動促進事業助成金 

⑥ ビジネス環境適応事業助成金 

事業費 

62,052 千円 

（内訳）コーディネーター経費 22,881 千円 

ものづくり商談会経費 1,976 千円 

個別支援経費 4,056 千円 

クラウドファンディング活用支援事業助成 2,950 千円 

営業活動促進事業助成 10,000 千円 

ビジネス環境適応事業助成 20,000 千円 事務費 189 千円 

(３号事業) 

事業名 新産業参入支援事業 

目 的 
成長産業や新分野に挑戦する中小企業を支援し、地域産業の活性化を促進す

るとともに、企業の技術力、品質管理力、ブランド力の向上を図る。 

概 要 

医療機器産業参入支援、医工連携による製品開発及び製品化の支援 

① Medtec Japan 202２（医療機器の製造・設計展示会）出展 

    期間：令和４年 4 月２０日（水）～２２日（金） 

   会場：東京ビッグサイト 

    区内関連企業を募り出展（4 小間） （出展企業：7 社） 

② 医工連携交流会 

③ 医工連携アドバイザー派遣 

④ 医療機器製造業登録等経費助成金 

⑤ 医療機器セミナー 

事業費 

3,561 千円 

（内訳）医療機器展示会・セミナー経費 3,236 千円 

医工連携交流会 111 千円 医工連携アドバイザー 99 千円 

   医療機器製造業登録等経費助成金 100 千円 

事務費 15 千円 
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(３号事業) 

事業名 異業種交流・連携支援事業 

目 的 
中小企業経営者等が、経営課題の共有や事業の発展等を目指し、自主的に企

画・運営する異業種間や研究機関等と共同した取り組みを支援する。 

概 要 
① 会議室提供・講師派遣 

② 事業運営サポート 

事業費 50 千円 会場費 

 
 
4 号事業 技術開発支援に関する事業 

事業名 産業デザイン事業 

目 的 

デザイン性を重視した製品開発や製品の魅力向上、延いては企業イメージ

の向上に寄与するため、経営的視点によるデザイン活用を促し、製品の高

付加価値化や企業イメージ向上、ブランド構築に寄与する。 

概 要 製品開発・ホームページ作成支援等広告宣伝支援 派遣件数 44 件 

事業費 726 千円 デザイナー派遣経費 

(４号事業)  

事業名 新製品・新技術開発チャレンジ支援事業 

目 的 

新製品・新技術の自社開発及び委託研究に取組む中小企業等に資金・技術

両面の支援を行い、付加価値の高い製品技術の開発を促進し、区内製造業

の活性化を図る。 

概 要 

① 新製品・新技術の開発経費助成 

（最大３００万円×4 件） 

② 技術系アドバイザー派遣 

③ 産学公連携研究開発費助成（最大 150 万円×２件） 

④ 公設試験研究機関施設利用助成 

⑤ 産学公連携相談・コーディネイト 

事業費 

21,134 千円 

（内訳）開発チャレンジ・産学公 20,834 千円 

公設試験機関利用助成金 300 千円 

(４号事業)  

事業名 製品技術大賞事業 

目 的 
区内中小企業が開発した優れた製品や技術を表彰するとともに、当該製

品・技術の優秀性・魅力等を広く区内外に PR する。 

概 要 

① 競争力のある優れた製品技術の表彰 応募 25 件程度想定（うち半数

程度受賞見込） 

② 受賞企業製品ＰＲ活動（ＰＲ映像制作等） 

事業費 4,701 千円 審査会・表彰式・PR 等運営費 
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５号事業 事業者の人材の確保・育成に関する事業 

事業名 勤労者能力開発事業 

目 的 区内在住、在学、在勤の勤労者等の資格取得を支援する。 

概 要 

① 宅地建物取引士講座（2０回） 

② ファイナンシャルプランナー3 級講座（10 回） 

③ 日商簿記３級講座（12 回） 

④ IT パスポート講座（1０回） 

事業費 646 千円 （内訳）講座委託費 570 千円 運営経費 76 千円 

 

６号事業  勤労者福祉の増進に関する事業 

事業名 勤労者福利共済事業 

目 的 
区内中小企業の事業主・従業員を対象に福利厚生サービスを提供し、勤労

環境の向上と豊かな余暇時間の確保に寄与する。 

概 要 

区内中小企業のための勤労者福利共済事業の実施 

① 給付事業 

② 福利厚生サービス事業（宿泊施設補助、レジャー施設利用あっせん等） 

事業費 
71,294 千円 

（内訳）給付事業費 9,000 千円 福利厚生事業費 62,294 千円 

 

７号事業  信用保証に関する事業 

事業名 信用保証事業〈公社による信用保証は平成 16 年 3 月末で終了〉 

目 的 中小企業融資の保証債務及び求償権債権の管理 

概 要 

① 求償権債権等の回収業務  

回収見込み額 3,000 千円  その他収益見込額 1,408 千円 

② 信用保証条件の変更・保証債務の代位弁済 

  保証債務 12 件 15,500 千円 

事業費 

4,700 千円 

（内訳）弁護士等委託費 1,961 千円 

システム経費 1,100 千円 事務費等 1,639 千円 

 

８号事業  他法人等から受託する事業 

事業名 板橋区立ハイライフプラザの運営業務 

目 的 
区内の商工業をはじめとする産業の活性化を図るとともに、産業活動を担

う勤労者の福利向上に寄与する。 

概 要 施設の管理運営に関すること 

事業費 7,927 千円  受付業務委託費等 
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９号事業  その他公社の目的を達成するために必要な事業 

事業名 板橋区及び産業団体主催事業への後援・協賛 

目 的 
区内産業の活性化等を目的とする板橋区事業及び区内産業団体等の主催

事業に協力し、事業目的の達成を側面支援する。 

概 要 産業団体の各種事業後援 等 

事業費 100 千円 広報費 
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(単位：円）

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 7,075,000 7,075,000 0

基本財産受取利息 7,075,000 7,075,000 0

特定資産運用益 10,000 9,000 1,000

特定資産受取利息 10,000 9,000 1,000

事業収益 97,641,000 98,893,000 △ 1,252,000

受取入会金 90,000 90,000 0

受取会費 38,850,000 39,450,000 △ 600,000

経営支援事業収益 380,000 440,000 △ 60,000

交流推進事業収益 7,144,000 6,230,000 914,000

技術開発事業収益 290,000 290,000 0

勤労者能力開発事業収益 1,620,000 1,650,000 △ 30,000

福利厚生事業収益 37,232,000 38,373,000 △ 1,141,000

受託事業収益 7,927,000 7,244,000 683,000

信用保証料収益 108,000 126,000 △ 18,000

求償権回収収益 1,200,000 1,600,000 △ 400,000

求償権償却準備金戻入益 1,800,000 2,400,000 △ 600,000

代位弁済支払準備金戻入益 1,000,000 1,000,000 0

受取補助金等 216,783,000 214,613,000 2,170,000

受取補助金 216,783,000 214,613,000 2,170,000

受取寄付金 3,000 3,000 0

受取寄付金 3,000 3,000 0

雑収益 1,970,000 1,866,000 104,000

受取利息 1,150,000 946,000 204,000

雑収益 820,000 920,000 △ 100,000

経常収益計 323,482,000 322,459,000 1,023,000

令和4年4月1日から令和5年3月31日まで

収支予算書

当年度 前年度 増減科　目

Ⅰ　一般正味財産増減の部
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(単位：円）

当年度 前年度 増減科　目

（２）経常費用

事業費 326,738,060 324,809,250 1,928,810

給料手当 35,041,200 36,201,300 △ 1,160,100

臨時雇賃金 0 150,450 △ 150,450

退職給付費用 422,400 435,600 △ 13,200

福利厚生費 17,912,660 16,106,100 1,806,560

会議費 64,000 53,000 11,000

旅費交通費 2,337,000 2,270,000 67,000

通信運搬費 4,144,800 3,943,700 201,100

減価償却費 681,800 6,524,500 △ 5,842,700

備品費 85,000 85,000 0

消耗品費 1,548,500 1,396,500 152,000

印刷製本費 4,641,400 3,708,250 933,150

賃借料 5,257,150 2,634,000 2,623,150

諸謝金 5,131,000 2,590,000 2,541,000

租税公課 35,000 720,000 △ 685,000

支払負担金 10,444,000 10,367,000 77,000

支払助成金 57,550,000 63,300,000 △ 5,750,000

委託費 98,719,800 82,988,200 15,731,600

新聞図書費 169,000 164,000 5,000

支払手数料 1,164,900 891,450 273,450

広報費 9,041,500 11,620,200 △ 2,578,700

表彰費 979,000 830,000 149,000

主催事業費 62,294,000 68,577,000 △ 6,283,000

給付金 9,000,000 9,000,000 0

求償権回収金支払費用 1,000 1,000 0

信用保証料返戻費用 1,000 1,000 0

支払利息 5,950 185,000 △ 179,050

雑費 66,000 66,000 0

管理費 10,865,940 11,459,750 △ 593,810

役員報酬 380,000 380,000 0

給料手当 3,504,800 4,556,700 △ 1,051,900
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(単位：円）

当年度 前年度 増減科　目

臨時雇賃金 0 26,550 △ 26,550

退職給付費用 69,600 128,400 △ 58,800

福利厚生費 2,077,340 1,817,900 259,440

研修費 200,000 200,000 0

会議費 60,000 60,000 0

旅費交通費 176,000 206,000 △ 30,000

通信運搬費 76,200 76,300 △ 100

減価償却費 103,200 103,500 △ 300

備品費 15,000 15,000 0

消耗品費 61,500 61,500 0

印刷製本費 27,600 27,750 △ 150

賃借料 759,850 761,000 △ 1,150

保険料 153,000 155,000 △ 2,000

諸謝金 30,000 30,000 0

租税公課 30,000 50,000 △ 20,000

支払負担金 64,000 64,000 0

委託費 2,520,200 2,226,800 293,400

新聞図書費 132,000 130,000 2,000

支払手数料 367,100 319,550 47,550

広報費 37,500 40,800 △ 3,300

支払利息 1,050 3,000 △ 1,950

雑費 20,000 20,000 0

経常費用計 337,604,000 336,269,000 1,335,000

当期経常増減額 △ 14,122,000 △ 13,810,000 △ 312,000

当期一般正味財産増減額 △ 14,122,000 △ 13,810,000 △ 312,000

基本財産運用益 2,830,000 2,830,000 0

基本財産受取利息 2,830,000 2,830,000 0

一般正味財産への振替額 △ 2,830,000 △ 2,830,000 0

一般正味財産への振替額 △ 2,830,000 △ 2,830,000 0

当期指定正味財産増減額 0 0 0

Ⅱ　指定正味財産増減の部
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（2 名） 

（13 名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ハイライフプラザの受

付業務 

② ハイライフいたばしの

運営管理に関する業務 

③ 就労・勤労者の能力開

発に関する業務 

① 受発注の支援に関する

業務 

② 産業見本市の開催に関

する業務 

③ その他、受発注を目的

とする事業や交流に関

する業務 

④ 将来的な販路開拓に関

わる業務 

⑤ 受発注を直接目的とし

ない交流に関する業務 

⑥ 特定業種を事業目的と

する業務 

⑦ 顕彰に関する業務 

⑧ セミナーの企画・開催 

① 公社全体の管理・庶務

に関する業務 

② 理事会・評議員会に関

する業務 

③ 区や団体との関係に関

する業務 

④ 調査研究・情報発信に

関する業務 

⑤ 債務管理・信用保証に

関する業務 

⑥ 経営相談に関する業務 

⑦ 助成金に関する業務 

⑧ その他、他係に関わら

ない業務 

（８名） 

（8 名） 

評議員会 

（議決機関） 

監事 

（監査機関） 

理事会 

（執行機関） 

理事長（区長） 

専務理事（副区長） 

勤労者福利共済 

事業運営協議会 

（諮問機関） 事務局長 

経営支援 G ハイライフ事業 G 事業第１・第２G 

公社組織図及び事務分掌 
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公益財団法人板橋区産業振興公社理事・監事名簿 

 
令和 4 年 6 月２４日現在 

 

役 職 氏 名 備 考 

 
（理事） 

  

理事長 坂本 健 板橋区長 

専務理事 橋本正彦 板橋区副区長 

理事 鈴木 孝 一般社団法人板橋産業連合会副会長 

理事 斉藤得弥 板橋区商店街連合会副会長 

理事 佐藤勝也 
東京商工会議所板橋支部 

交通運輸分科会長 

理事 宇埜康平 
㈱日本政策金融公庫 

板橋支店長兼国民生活事業統轄 

理事 佐藤知正 東京大学大学院名誉教授 

理事 大湊 満 元凸版印刷（株）相談役 

 
（監事） 

  

監事 浦田秀明 公益社団法人板橋法人会副会長 

監事 亀石浩司 税理士 
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公益財団法人板橋区産業振興公社評議員名簿 

 
令和 4 年 6 月 24 日現在 

 

役 職 氏 名 備 考 

 
（産業界代表） 

  

 評議員 大島隆夫 一般社団法人板橋産業連合会会長 

評議員 木田孝雄 板橋区商店街連合会会長 

評議員 岩月宏昌 東京商工会議所板橋支部会長 

 
（金融機関代表） 

  

評議員 田村和久 巣鴨信用金庫理事長 

 
（板橋区議会代表） 

  

会長 坂本東生 板橋区議会議長 

評議員 小林乙美 板橋区議会区民環境委員会副委員長 

 
（板橋区代表） 

  

評議員 平岩俊二 板橋区産業経済部長 

評議員 小林 惣 板橋区産業経済部産業振興課長 
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公益財団法人板橋区産業振興公社定款 

 

第１章  総則 

（名称） 

第１条 この法人は、公益財団法人板橋区産業振興公社と称する。 

（事務所） 

第２条 この法人は、主たる事務所を東京都板橋区に置く。 

 

第２章  目的及び事業 

（目的） 

第３条 この法人は、板橋区が産業集積地として発展を続けるために、区内事業者の継

続的な経営革新の支援及び中小企業勤労者福祉の向上等を通じ、地域産業を活性化し、

活力ある地域社会の実現に寄与することを目的とする。 

（事業） 

第４条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

(1)  板橋区の産業振興を図るための調査研究、情報発信に関する事業 

(2)  板橋区の事業者の経営支援に関する事業 

(3)  板橋区の事業者の取引拡大・交流推進に関する事業 

(4)  板橋区の事業者の技術開発支援に関する事業 

(5)  事業者の人材の確保・育成に関する事業 

(6)  中小企業勤労者福祉の増進に関する事業 

(7)  信用保証に関する事業 

(8)  上記事業に関連する範囲で、他法人等から受託する事業 

(9)  その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

２ 前項の事業は、東京都において行なうものとする。 

 

第３章  資産及び会計 

（基本財産） 

第５条 基本財産は、第４条に規定する事業を行なうために不可欠なものであって、評

議員会で決議した財産をもって構成する。 

２ 基本財産は、評議員会において別に定めるところにより、この法人の目的を達成す

るために善良な管理者の注意をもって管理しなければならず、基本財産の一部を処分

しようとするとき及び基本財産から除外しようとするときは、あらかじめ理事会及び

評議員会の承認を要する。 

（株式の議決権行使） 

第６条 この法人は、保有する株式（出資）に係る議決権を行使してはならない。 

（剰余金の分配） 

第７条 この法人は、剰余金の分配を行うことができない。 
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（事業年度） 

第８条 この法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

（事業計画及び収支予算） 

第９条 この法人の事業計画書、収支予算書、資金調達及び設備投資の見込みを記載し

た書類については、毎事業年度開始日の前日までに、理事長が作成し、理事会の承認

を得なければならない。これを変更する場合も同様とする。 

２ 前項の書類については、主たる事務所及び従たる事務所に、当該事業年度が終了す

るまでの間備え置き、一般の閲覧に供するものとする。 

（事業報告及び決算） 

第 10 条 この法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、理事長が次の

書類を作成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を得なければならない。 

(1) 事業報告 

(2) 事業報告の附属明細書 

(3) 貸借対照表 

(4) 損益計算書（正味財産増減計算書） 

(5) 貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属明細書 

(6) 財産目録 

２ 前項の承認を受けた書類のうち、第１号、第３号、第４号及び第６号の書類につい

ては、定時評議員会に提出し、第１号の書類についてはその内容について報告し、その

他の書類については、承認を受けなければならない。 

３ 第１項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に５年間、また、従たる事務所に３

年間備え置き、一般の閲覧に供するとともに、定款を主たる事務所及び従たる事務所に

備え置き、一般の閲覧に供するものとする。 

(1) 監査報告 

(2) 理事及び監事並びに評議員の名簿 

(3) 理事及び監事並びに評議員の報酬等の支給の基準を記載した書類 

(4) 運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する数値のうち重要なもの

を記載した書類 

（公益目的取得財産残額の算定） 

第 11 条 理事長は、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規則第

４８条の規定に基づき、毎事業年度、当該事業年度の末日における公益目的取得財産

残額を算定し、前条第３項第４号の書類に記載するものとする。 

 

第４章  評議員 

（評議員の定数） 

第 12 条 この法人に評議員７名以上１３名以内を置く。 

２ この法人の評議員のうちには、理事のいずれか１人及びその親族その他特殊の関係

がある者の合計数、又は評議員のいずれか１人及びその親族その他特殊の関係がある

者の合計数が、評議員総数（現在数）の３分の１を超えて含まれることになってはな
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らない。また、評議員には監事及びその親族その他特殊の関係がある者が含まれては

ならない。 

（評議員の選任及び解任） 

第 13 条 評議員の選任及び解任は、評議員選定委員会で行なう。 

２ 評議員選定委員会は、評議員１名、事務局員１名、次項の定めに基づいて選任され

た外部委員３名の計５名で構成する。 

３ 評議員選定委員会の外部委員は、次のいずれにも該当しない者を理事会において選

任する。 

(1)  この法人又は関連団体（主要な取引先及び重要な利害関係を有する団体を含む。

以下同じ）の業務を執行する者又は使用人 

(2)  過去に前号に規定する者となったことがある者 

(3)  第１号又は第２号に該当する者の配偶者、三親等内の親族、使用人（過去に使用

人となった者も含む） 

４ 評議員選定委員会に提出する評議員候補者は、理事会又は評議員会がそれぞれ推薦

することができる。評議員選定委員会の運営についての細則は、理事会において定め

る。 

5 評議員選定委員会に評議員候補者を推薦する場合には、次の事項のほか、当該候補者

を評議員として適任と判断した理由を委員に説明しなければならない。 

 (1) 当該候補者の経歴 

 (2) 当該候補者を候補者とした理由 

 (3) 当該候補者とこの法人及び役員等（理事、監事及び評議員）との関係 

 (4) 当該候補者の兼職状況 

6 評議員選定委員会の決議は、委員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。ただ

し、外部委員の２名以上が出席し、かつ、外部委員の 1 名以上が賛成することを要す

る。 

7 評議員選定委員会は、前条で定める評議員の定数を欠くこととなるときに備えて、補

欠の評議員を選任することができる。 

8 前項の場合には、評議員選定委員会は、次の事項も併せて決定しなければならない。 

(1) 当該候補者が補欠の評議員である旨 

(2) 当該候補者を 1 人又は 2 人以上の特定の評議員の補欠の評議員として選任すると

きは、その旨及び当該特定の評議員の氏名 

(3) 同一の評議員（2 人以上の評議員の補欠として選任した場合にあっては、当該 2

人以上の評議員）につき 2 人以上の補欠の評議員を選任するときは、当該補欠の評

議員相互間の優先順位 

9 第 7 項の補欠の評議員の選任に係る決議は、当該決議後 4 年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで、その効力を有する。 

（評議員の任期） 

第 14 条 評議員の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時評議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。 
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２ 任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、退任した

評議員の任期の満了する時までとする。 

３ 評議員は、第 12 条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任によ

り退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお評議員としての権利義務

を有する。 

（評議員に対する報酬等） 

第 15 条 評議員に対して、各年度の総額が 650,000 円を超えない範囲で、評議員会

において別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を、報酬として支給する

ことができる。 

２ 評議員には、その職務を行なうために要する費用を弁償することができる。この場

合の支給の基準には、評議員会の決議により別に定める。 

 

第５章  評議員会 

（構成及び評議員会会長） 

第 16 条 評議員会は、すべての評議員をもって構成する。 

２ 評議員会会長は、評議員の互選により定める。 

３ 評議員会会長は、評議員会で議長を務める。 

（権限） 

第 17 条 評議員会は、次の事項について決議する。 

(1) 理事及び監事の選任又は解任 

(2) 理事及び監事に対する報酬等の額 

(3) 評議員に対する報酬等の支給の基準 

(4) 貸借対照表、損益計算書（正味財産増減計算書）及び財産目録の承認 

(5) 定款の変更 

(6) 残余財産の処分 

(7) 基本財産の処分又は除外の承認 

(8) その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項 

（開催） 

第 18 条 評議員会は、定時評議員会として毎事業年度終了後３箇月以内に１回開催す

る他、必要がある場合に開催する。 

（招集） 

第 19 条 評議員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき理

事長が招集する。 

２ 評議員は、理事長に対し、評議員会の目的である事項及び招集の理由を示して、評

議員会の招集を請求することができる。 

（決議） 

第 20 条 評議員会の決議は、決議についての特別の利害関係を有する評議員を除く評

議員の過半数が出席し、その過半数をもって行なう。 
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２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議

員を除く評議員の３分の２以上に当たる多数をもって行なわなければならない。 

(1) 監事の解任

(2) 評議員に対する報酬等の支給の基準

(3) 定款の変更

(4) 基本財産の処分又は除外の承認

(5) その他法令で定められた事項

３ 理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、各候補者ごとに第１項の決議

を行なわなければならない。理事又は監事の候補者の合計数が第 24 条に定める定数

を上回る場合には、過半数の賛成を得た候補者の中から得票数の多い順に定数の枠に

達するまでの者を選任することとする。 

（決議の省略） 

第 21 条 理事が評議員会の決議の目的である事項について提案をした場合において、

当該提案につき評議員（当該事項について議決に加わることができるものに限る。）の

全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する

旨の評議員会の決議があったものとみなす。 

（議事録） 

第 22 条 評議員会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 

２ 前項の議事録には議長及び出席した評議員の中から、その会議において選出された

議事録署名人２名以上が記名押印する。 

（評議員会の報告の省略） 

第 23 条 理事が、評議員の全員に対して評議員会に報告すべき事項を通知した場合に

おいて、当該事項を評議員会に報告することを要しないことについて評議員の全員が

書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該事項の評議員会への報

告があったものとみなす。 

第６章  役員 

（役員の定数） 

第 24 条 この法人に、次の役員を置く。 

(1) 理事 ３名以上８名以内

(2) 監事 ２名以内

２ 理事のうち１名を理事長、１名を専務理事とする。 

３ 前項の理事長をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律上の代表理事と

し、専務理事をもって同法第 91 条第１項第２号の業務執行理事とする。 

（役員の選任） 

第 25 条 理事及び監事は、評議員会の決議によって選任する。 

２ 理事長及び専務理事は、理事会の決議によって理事の中から選定する。 
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３ この法人の理事のうちには、理事のいずれか１人及びその親族その他特殊の関係が

ある者の合計が、理事総数（現在数）の３分の１を越えて含まれることになってはな

らない。 

４ この法人の監事には、この法人の理事（親族その他特殊の関係がある者を含む。）及

び評議員（親族その他特殊の関係がある者を含む。）並びにこの法人の使用人が含まれ

てはならない。また、各監事は、相互に親族その他特殊の関係があってはならない。 

（理事の職務及び権限） 

第 26 条 理事は理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、職務を執

行する。 

２ 理事長は、法令及びこの定款で定めるところにより、この法人を代表し、その業務

を執行し、専務理事は、理事会で別に定めるところにより、この法人の業務を分担執

行する。 

３ 理事長及び専務理事は、毎事業年度に４箇月を超える間隔で２回以上、自己の職務

の執行状況を理事会に報告しなければならない。 

（監事の職務及び権限） 

第 27 条 監事は理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を

作成する。 

２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、この法人の業務及

び財産の状況の調査をすることができる。 

（役員の任期） 

第 28 条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時評議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

２ 監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時

評議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

３ 理事又は監事は、第 24 条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞

任により退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお理事又は監事とし

ての権利義務を有する。 

（役員の解任） 

第 29 条 理事又は監事が、次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によって

解任することができる。 

(1)  職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき 

(2)  心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき 

（役員の報酬等） 

第 30 条 理事及び監事に対して、評議員会において別に定める総額の範囲内で、評議

員会において別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を報酬等として支給

することができる。 

２ 理事及び監事には、その職務を行なうために要する費用を弁償することができる。

この場合の支給の基準については、評議員会の決議により別に定める。 
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第７章  理事会 

（構成） 

第 31 条 理事会は、全ての理事をもって構成する。 

２ 理事長を理事会の議長とする。 

（権限） 

第 32 条 理事会は、次の職務を行なう。 

(1) この法人の業務執行の決定 

(2) 理事の職務の執行の監督 

(3) 理事長及び専務理事の選定及び解職 

（招集） 

第 33 条 理事会は理事長が招集する。 

２ 理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは、専務理事が理事会を招集する。 

（決議） 

第 34 条 理事会の決議は、決議についての特別の利害関係を有する理事を除く理事の

過半数が出席し、その過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、理事が理事会の決議の目的である事項について提案をし

た場合において、当該提案につき理事（当該事項について議決に加わることができる

ものに限る。）の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたとき（監事が

当該提案について異議を述べたときを除く。）は、当該提案を可決する旨の理事会の決

議があったものとみなす。 

（議事録） 

第 35 条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 

２ 出席した理事長及び監事は、前項の議事録に記名押印する。 

（報告の省略） 

第 36 条 理事又は監事が理事及び監事の全員に対して理事会に報告すべき事項を通知

したときは、当該事項を理事会へ報告することを要しない。  

２ 前項の規定は、第 26 条第３項の規定による報告については、適用しない。 

（諮問機関） 

第 37 条 この法人に、第４条第６号の事業運営に関する諮問機関として、勤労者福利

共済事業運営協議会を置く。 

２ 前項の協議会は、１０名以上１７名以内の諮問委員で構成され、理事会において選

任・解任される。 

３ 第１項の協議会は、理事長の諮問に基づいて、第４条第６号の適切な事業運営及び

改善に対し、理事長に参考意見を提出する。 

４ 第１項の議事の運営の細則及び諮問委員への報酬等は、理事会において定める。 

 

第８章  定款の変更及び解散 

（定款の変更） 
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第 38 条 この定款は、評議員会の決議によって変更することができる。 

２ 前項の規定は、この定款の第３条、第４条及び第 13 条についても適用する。 

（解散） 

第 39 条 この法人は、基本財産の減失によるこの法人の目的である事業の成功の不能

その他法令で定められた事由によって解散する。 

（公益認定取り消しに伴う贈与） 

第 40 条 この法人が公益認定の取り消しの処分を受けた場合又は合併により法人が消

滅する場合（その権利義務を承継する法人が公益法人であるときを除く。）には、評議

員会の決議を経て、公益目的取得財産残額に相当する額の財産を、当該公益認定の取

り消しの日又は当該合併の日から１箇月以内に、公益社団法人及び公益財団法人の認

定等に関する法律第５条第 17 号に掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に贈与す

るものとする。 

（残余財産の帰属） 

第 41 条 この法人が清算する場合において有する残余財産は、評議員会の決議を経て、

国若しくは地方公共団体又は公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第

５条第１７号に掲げる法人であって租税特別措置法第 40 条第１項に規定する公益法

人等に該当する法人に贈与するものとする。 

 

第９章  公告の方法 

（公告の方法） 

第 42 条 この法人の公告は電子公告とする。 

２ 事故その他やむをえない事由によって前項の電子公告をすることができない場合は、

官報に掲載する方法による。 

 

第１０章 事務局 

（事務局） 

第 43 条 この法人に事務局を置く。 

２ 事務局に事務局長及び所要の職員を置く。 

３ 事務局長は理事会の承認を得て理事長が任免する。 

４ 前項以外の職員は、理事長が任免する。 

５ 事務局の組織及びその他必要な事項は、理事長が理事会の議決を得て別に定める。 

 

第１１章 補則 

（委任） 

第 44 条 この定款に定めるもののほか、この法人の運営に必要な事項は、理事会の決

議により、別に定める。 
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附 則 

１ この定款は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公

益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第 106

条第１項に定める公益法人の設立の登記の日から施行する。 

２ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の

認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第 106 条第１項に

定める特例民法法人の解散の登記と公益法人の設立の登記を行なったときは、第８条

の規定にかかわらず、解散の登記の日の前日を事業年度の末日とし、設立の登記の日

を事業年度の開始日とする。 

３ この法人の最初の理事長は、坂本健とする。 
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公益財団法人板橋区産業振興公社 

役員及び評議員の報酬等及び費用に関する規程 

 

（目的） 

第 1 条 この規程は、公益財団法人板橋区産業振興公社（以下、「公社」という。）の役

員及び評議員の報酬等及び費用に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

(定義) 

第 2 条 この規程において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところ

による。 

（１）役員   理事及び監事をいう。 

（２）役員等  理事、監事及び評議員をいう。 

（３）常勤理事 理事のうち、公社に常時勤務する者をいう。なお、常時勤務とは週４

日以上公社で勤務する者とする。 

（４）非常勤役員等 役員等のうち、常勤理事以外の者をいう。 

（５）報酬等とは、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第５条第 13 号

で定める報酬、賞与その他の職務遂行の対価として受ける財産上の利益及び退職慰労

金であって、その名称のいかんを問わない。費用とは明確に区分されるものとする。 

（６）費用とは、職務の遂行に伴い発生する交通費、通勤手当、旅費（宿泊費を含む。）

及び手数料等の経費をいう。報酬等とは明確に区分されるものとする。 

 

（報酬の支給） 

第３条 役員等に対しては、この規程の定めるところにより、役員等の職務執行の対価

として、報酬等を支給する。ただし、板橋区及び板橋区の出資する団体に勤務し、報酬

等を支給される役員等に対しては、報酬等及び第 5 条に定める手当を支給しない。 

 

（報酬表） 

第４条 報酬は、別表第１及び別表第２に定める報酬表による。ただし、監事が決算に

かかる監査の業務に従事するときは、別表第３を上限として適用するものとする。 

 

（報酬等の支払） 

第５条 報酬等は、現金で直接役員等に支払うものとする。ただし、役員等から申出の

ある場合は、口座振替の方法により支払うことができる。 

２ 前項の報酬等の支払の際、法令及び法令の規定に基づく協約又は協定により報酬等

から控除する金額があるときは、理事長はこれを控除して支払うことができる。 

 

（報酬等の支給日） 

第６条 常勤理事の報酬等（期末手当を除く。）及び費用の支給日は、毎月１５日とする。

ただし、１５日が、日曜日、土曜日又は休日（国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法
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律第 178 号）に定める休日をいう。以下この項において同じ。）に当たるときは、１５

日に最も近い日曜日、土曜日又は休日でない日を支給日とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、理事長は、災害その他の事由により前項の支給日に支給

することができないと認めた場合においては、別に支給日を定めることができる。 

 

（期末手当） 

第７条 常勤理事には、期末手当を支給する。 

２ 期末手当は、３月１日、６月１日及び 12 月１日（以下本条においてこれらの日を

「基準日」という。）に在職する常勤理事に対して支給する。これらの基準日前１か月以

内に退職し、又は死亡した役員等についてもまた同様とする。期末手当の支給日は、基

準日が３月１日のものは３月 15 日、６月１日のものは６月 30 日、12 月 1 日のものは

12 月 10 日とする。 

３ 前項に定める支給日が日曜日、土曜日又は休日に当たるときは、第 6 条第１項ただ

し書きの例による。 

４ 期末手当の額は、役員等の報酬等月額に、３月に支給する場合においては 100 分の

25、６月に支給する場合においては 100 分の 115、12 月に支給する場合においては

100 分の 120 を乗じて得た額とする。 

 

（旅費） 

第８条 役員等が出張するときは、旅費を支給する。 

 

（通勤手当） 

第９条 通勤手当は、次に掲げる常勤理事に支給する。 

（１）通勤のため交通機関又は有料の道路（以下「交通機関等」という。）を利用して、

その運賃又は料金（以下「運賃等」とう。）を負担することを常例とする常勤理事（交

通機関等を利用しなければ通勤することが困難であると理事長が認める常勤理事以外

の常勤理事であって、交通機関等を利用しないで徒歩により通勤するものとした場合

の通勤距離が片道２キロメートル未満であるものを除く。） 

（２）通勤のために自転車その他の交通の用具で理事長が定めるもの（以下「自転車等」

という。）を使用することを常例とする常勤理事（（自転車等を使用しなければ通勤す

ることが著しく困難であると理事長が認める常勤理事以外の常勤理事であって自転車

等を使用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離が片道２キロメート

ル未満であるもの及び次号に掲げる常勤理事を除く。） 

（３）通勤のため交通機関等を利用してその運賃等を負担し、かつ、自転車等を使用す

ることを常例とする常勤理事（交通機関を利用し、又は自転車等を使用しなければ通

勤することが著しく困難であると理事長が認める常勤理事以外の役員等であって、交

通機関等を利用せず、かつ、自転車等を使用しないで、徒歩により通勤するものとし

た場合の通勤距離が片道２キロメートル未満であるものを除く。） 

２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる役員等の区分に応じて、当該各号に掲げる額と

する。 
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（１）前号第１号に掲げる常勤理事 理事長が定めるところにより算出したその者の支

給対象期間（６箇月を超えない範囲内で理事長が定める期間をいう。以下同じ。）の通

勤に要する運賃等の額に相当する額（以下「運賃等相当額」という。）。ただし、運賃

等相当額を支給対象期間内で通勤手当が支給される月の数（以下「支給月数」という。）

で除して得た額が５５，０００円を超えるときは、５５，０００円に当該支給月数を

乗じて得た額 

（２）前項第２号に掲げる役員等 別表第４に掲げる役員等の区分及び自転車等の片道

の使用距離の区分に応じて同表に掲げる額に支給月数を乗じて得た額 

（３）前項第３号に掲げる役員等 交通機関等を利用せず、かつ、自転車等を使用しな

いで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離、交通機関等の利用距離、自転車

等の使用距離等の事情を考慮して理事長が定める区分に応じ、運賃等相当額及び前号

に掲げる額の合計額（その額を支給月数で除して得た額が５５，０００円を超えると

きは、５５，０００円に当該支給月数を乗じて得た額）、第１号に掲げる額又は前号に

掲げる額 

３ 通勤手当を支給される役員等につき、離職その他の理事長が定める事由が生じた場

合には、当該役員等に、支給対象期間のうちこれらの事由が生じた後の期間を考慮して

理事長が定める額を返納させるものとする。 

４ 前３項に規定するもののほか、通勤の実情の変更に伴う支給額の改定その他通勤手

当の支給及び返納に関し必要な事項は、理事長が別に定める。 

 

（非常勤役員等） 

第 10 条 非常勤役員等に対する報酬及び旅費は、職務遂行の都度、現金（振込）によ

り支給する。 

 

附 則 

１ この規程は、公益財団法人板橋区産業振興公社の移行登記日から施行する。 
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別表第１ 

適用者 報酬月額 

常勤理事 420,500 円 

 

別表第２ 

適用者 報酬日額 

非常勤理事 10,000 円 

非常勤監事 10,000 円 

評議員 10,000 円 

 

別表第３ 

適用者 報酬額 

非常勤監事 監査業務 1 回あたり 50,000 円 

 

別表第４ 

自転車等を使用する役員の通勤手当月額表 

職員の区分 １ ２以外の職員 

 
 

２ 身体に障がいを有する職員で理事長

により通勤が困難であると認められる

もの 

自転車等の片道 

の使用距離の区分 

５キロメートル未満 2,600 円 3,900 円 

５キロメートル以上 

10 キロメートル未満 

3,000 円 5,300 円 

10 キロメートル以上 

15 キロメートル未満 

5,000 円 8,100 円 

15 キロメートル以上 

20 キロメートル未満 

7,000 円 10,900 円 

20 キロメートル以上 

25 キロメートル未満 

9,000 円 13,700 円 

25 キロメートル以上 

30 キロメートル未満 

11,000 円 16,500 円 

30 キロメートル以上 

35 キロメートル未満 

11,000 円 19,300 円 

35 キロメートル以上 

40 キロメートル未満 

13,000 円 22,100 円 

40 キロメートル以上 13,000 円 24,900 円 
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公 社 沿 革 

 

2021 年度 

(令和３年度) 

 産業見本市のハイブリット開催 

2020 年度 

(令和 2 年度) 

 企業サポートコーディネーターを増員(3 名→5 名) 

2019 年度 

(平成 31 年度) 

 板橋区産業情報ガイドブック「やるね板橋」を発行 

2018 年度 

(平成 30 年度) 

 企業サポートコーディネーターを設置 

 医療機器製造業等登録手数料補助金開始 

2017 年度 

(平成 29 年度) 

 勤労者能力開発講座ビジネス実務法務開始 

 製造業調査実施 

2016 年度 

(平成 28 年度) 

 産業見本市 20 周年 記念誌の作成 

2015 年度 

(平成 27 年度) 

 

 

 MEDTEC 出展開始 

 Navigator2016 発行 

 公設試験研究機関施設利用助成金開始 

 勤労者能力開発講座ファイナンシャルプランナー３級開始 

2014 年度 

(平成 26 年度) 

 

 

 

 企業サポートマネージャーを設置 

 OPIE 出展開始 

 産学公連携助成金開始 

 板橋区簡易型 BCP 開始 

 製造業調査実施 

2013 年度 

(平成 25 年度) 

 

 ミラサポに板橋・北 企業活性化支援ネットワークの代表機関とし

て登録 

 Navigator2014 発行 

2012 年度 

(平成 24 年度) 

 公益財団法人化 

2002 年度 

(平成 14 年度) 

 産業データベース構築 

2001 年度 

(平成 13 年度) 

 ハイライフプラザいたばしオープン 

1985 年度 

(昭和 60 年度) 

 ハイライフ勤労者福利共済制度開始 

1977 年度 

(昭和 52 年度) 

 財団法人中小企業振興公社設立 
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公益財団法人 板橋区産業振興公社 

〒173-0004 東京都板橋区板橋二丁目 65番 6号 

TEL  3579-2175    FAX  3963-6441 
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